
 
参考資料１ 

●東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守

り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律（抄） 

 

（基本方針） 

第五条 政府は、第二条の基本理念にのっとり、被災者生活支援等施策の推進

に関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 被災者生活支援等施策の推進に関する基本的方向 

 二 第八条第一項の支援対象地域に関する事項 

 三 被災者生活支援等施策に関する基本的な事項（被災者生活支援等施策の

推進に関し必要な計画に関する事項を含む。） 

 四 前三号に掲げるもののほか、被災者生活支援等施策の推進に関する重要

事項 

３ 政府は、基本方針を策定しようとするときは、あらかじめ、その内容に東京

電力原子力事故の影響を受けた地域の住民、当該地域から避難している者等

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

４ 政府は、基本方針を策定したときは、遅滞なく、これを国会に報告するとと

もに、公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

 （汚染の状況についての調査等） 

第六条 国は、被災者の生活支援等の効果的な実施に資するため、東京電力原子

力事故に係る放射性物質による汚染の状況の調査について、東京電力原子力

事故により放出された可能性のある放射性物質の性質等を踏まえつつ、当該

放射性物質の種類ごとにきめ細かく、かつ、継続的に実施するものとする。 

２ 国は、被災者の第二条第二項の選択に資するよう、前項の調査の結果及び環

境中における放射性物質の動態等に関する研究の成果を踏まえ、放射性物質

による汚染の将来の状況の予測を行うものとする。 

３ 国は、第一項の調査の結果及び前項の予測の結果を随時公表するものとす

る。 

 

 （支援対象地域で生活する被災者への支援） 

第八条 国は、支援対象地域（その地域における放射線量が政府による避難に

係る指示が行われるべき基準を下回っているが一定の基準以上である地域を

いう。以下同じ。）で生活する被災者を支援するため、医療の確保に関する施

策、子どもの就学等の援助に関する施策、家庭、学校等における食の安全及び



安心の確保に関する施策、放射線量の低減及び生活上の負担の軽減のための

地域における取組の支援に関する施策、自然体験活動等を通じた心身の健康

の保持に関する施策、家族と離れて暮らすこととなった子どもに対する支援

に関する施策その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 前項に規定する子どもの就学等の援助に関する施策には、学校における学

習を中断した子どもに対する補習の実施及び学校における屋外での運動が困

難となった子どもに対する屋外での運動の機会の提供が含まれるものとする。 

３ 第一項に規定する家庭、学校等における食の安全及び安心の確保に関する

施策には、学校給食の共同調理場等における放射性物質の検査のための機器

の設置に関する支援が含まれるものとする。 

４ 第一項に規定する放射線量の低減及び生活上の負担の軽減のための地域に

おける取組には、子どもの保護者等による放射性物質により汚染された土壌

等の除染等の措置、学校給食等についての放射性物質の検査その他の取組が

含まれるものとし、当該取組の支援に関する施策には、最新の科学的知見に基

づき専門的な助言、情報の提供等を行うことができる者の派遣が含まれるも

のとする。 

 

   附 則 

 （見直し） 

２ 国は、第六条第一項の調査その他の放射線量に係る調査の結果に基づき、

毎年支援対象地域等の対象となる区域を見直すものとする。 


